
 

 
 連 結 貸 借 対 照 表 (平成28年２月29日現在 ) 

 
(単位：百万円） 

 
科      目 金    額 科      目 金    額 

(資 産 の 部) (負 債 の 部)  

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

預 け 金 

売 掛 金 

商 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

差 入 保 証 金 

敷 金 

退職給付に係る資産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

10,449 

1,539 

4,558 

934 

2,006 

123 

1,287 

22,577 

13,766 

8,273 

2 

1,175 

3,149 

1,140 

24 

197 

147 

49 

8,613 

169 

2,288 

3,809 

287 

1,857 

200 

流 動 負 債 

買 掛 金

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

商品券等回収損失引当金

ポ イ ン ト 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

リ ー ス 債 務

役員退職慰労引当金

退職給付に係る負債

資 産 除 去 債 務

そ の 他

6,157 

3,256 

250 

172 

80 

327 

221 

13 

24 

2 

1,809 

6,548 

1,236 

112 

4,527 

329 

341 

負 債 合 計 12,706 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

土地再評価差額金 

退職給付に係る調整累計額 

 

24,394 

9,022 

5,956 

9,508 

△   92 

△ 4,073 

△   48 

△ 3,444 

△  580 

純 資 産 合 計 20,320 

資 産 合 計 33,027 負債及び純資産合計 33,027 
 
〇記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 連 結 損 益 計 算 書   
 (自 平成27年３月１日

至 平成28年２月29日)   

 
(単位：百万円） 

 
科           目 金           額 

売 上 高  83,185 

売 上 原 価  59,357 

売 上 総 利 益  23,828 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  22,500 

営 業 利 益  1,327 

営 業 外 収 益  147 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 47  

そ の 他 100  

営 業 外 費 用  107 

支 払 利 息 24  

そ の 他 82  

経 常 利 益  1,368 

特 別 利 益  56 

資 産 除 去 債 務 取 崩 益 56  

特 別 損 失  612 

減 損 損 失 433  

固 定 資 産 除 却 損 171  

そ の 他 7  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  812 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 250  

法 人 税 等 調 整 額 72 323 

少数株主損益調整前当期純利益  489 

当 期 純 利 益  489 
 
〇記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  



 連結株主資本等変動計算書   
 (自 平成27年３月１日

至 平成28年２月29日)   

 
(単位：百万円） 

 

 
株    主    資    本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 9,022 7,442 9,879 △   75 26,267 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

― ― △  362 ― △  362 

会 計 方 針 の 変 更 を 
反映した当期首残高 

9,022 7,442 9,517 △   75 25,905 

当 期 変 動 額   

剰 余 金 の 配 当 ― ― △  498 ― △  498 

当 期 純 利 益 ― ― 489 ― 489 

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △ 1,502 △ 1,502 

自 己 株 式 の 消 却 ― △ 1,485 ― 1,485 ― 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ) 

― ― ― ― ― 

当 期 変 動 額 合 計 ― △ 1,485 △   8 △   16 △ 1,510 

当 期 末 残 高 9,022 5,956 9,508 △   92 24,394 
  

 
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

純 資 産 合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括 
利益累計額合計 

当 期 首 残 高 19 △ 3,444 △  312 △ 3,737 22,530 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

― ― ― ― △  362 

会 計 方 針 の 変 更 を 
反映した当期首残高 

19 △ 3,444 △  312 △ 3,737 22,168 

当 期 変 動 額   

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △  498 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 489 

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― △ 1,502 

自 己 株 式 の 消 却 ― ― ― ― ― 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ) 

△   67 ― △  268 △  336 △  336 

当 期 変 動 額 合 計 △   67 ― △  268 △  336 △ 1,847 

当 期 末 残 高 △   48 △ 3,444 △  580 △ 4,073 20,320 
 
○記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  



連 結 注 記 表

 
＜連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記＞ 

 １．連結の範囲に関する事項 

全子会社（２社）を連結範囲に含めております。 

当該子会社２社は、株式会社東武フーズ、株式会社東武警備サポートであります。 

 

 ２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、全社平成27年12月31日であります。 

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。 

ただし、平成28年１月１日から連結決算日である平成28年２月29日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

 ４．会計処理基準に関する事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産（商 品）  主に売価還元法に基づく原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法） 

  〃  （貯蔵品）  最終仕入原価法に基づく原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法） 

有 価 証 券   

その他有価証券   

時価のあるもの  連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております｡） 

時価のないもの  移動平均法に基づく原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却しておりま

す。 

また、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

 建物及び構築物 ８～39年 機械装置及び運搬具 ６～14年  

 工具、器具及び備品 ３～15年 

 



②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月

28日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

④投資その他の資産（その他） 

均等償却しております。 

(3) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売掛金等債権の貸倒れによる損失に備え、回収不能見込額を計上しております。 

一般債権については貸倒実績率法により、また貸倒懸念債権及び破産更生債権等について

は財務内容評価法によっております。なお、当連結会計年度末において回収不能見込額が

ないため、貸倒引当金を計上しておりません。 

②賞与引当金 

従業員賞与の支給に備え、支給見込額のうち当連結会計年度負担分を計上しております。 

③役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に備え、支給見込額に基づき当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上しております。 

④商品券等回収損失引当金 

一定期間経過後に収益に計上している未回収の商品券等について、将来回収された場合に

発生する損失に備え、過去の回収実績に基づき損失発生見込額を計上しております。 

⑤ポイント引当金 

ポイントカード制度により顧客に付与したポイントの使用による費用負担に備え、ポイン

ト未使用残高に対し、使用実績率に基づき算出した将来使用されると見込まれる額を計上

しております。 

⑥役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備え、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。  

②数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしております。 
  



 ５．その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理については税抜方式によっております。 
 
＜会計方針の変更＞ 

｢退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という｡）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平

成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という｡）を、退職給付会計基準第35項本文及び退

職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務

及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定

式基準へ変更し、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率

から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ

変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額

を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が303百万円増加し、退職給付に係る資

産が223百万円、利益剰余金が362百万円それぞれ減少しております。また、当連結会計年度の営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。 

なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は５円72銭減少しております。また、１株当たり当

期純利益金額に与える影響は軽微であります。 

 
＜表示方法の変更＞ 

従来、｢営業外収益」の「その他」に計上しておりました受取手数料（前連結会計年度220百万円）

につきましては、商品の自動発注化に伴い、金額的重要性が増加傾向にあり、営業活動の成果と

して適切に表示させるため、当連結会計年度より「売上高」に計上する方法に変更しております。 
 
＜連結貸借対照表に関する注記＞ 

 １．担保提供資産 
宅地建物取引業法に基づく差入保証金 10百万円
なお、担保付債務はありません。 

 ２．有形固定資産の減価償却累計額 21,321百万円
 ３．土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法
律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価
を行い、評価差額については「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

(1) 株式会社 東武ストア 
再評価の方法 ・・・・・ 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政

令第119号）第２条第４号に定める路線価及び路線価のない土
地は第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行
価格補正等の合理的な調整を行って算出しております。 
 再評価を行った年月日       平成14年２月28日 

  



(2) 株式会社 東武警備サービス 
再評価の方法 ・・・・・ 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政

令第119号）第２条第５号に定める不動産鑑定評価額に基づい
て算出しております。 
 再評価を行った年月日       平成13年12月31日 

なお、株式会社東武警備サービスが計上しておりました土地再評価差額金△1,544百万円は平
成14年４月５日付けの吸収合併により株式会社東武ストアが継承しております。 

(3) 時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との差額       △ 592百万円 

 

＜連結損益計算書に関する注記＞ 

  減損損失 

(1) 概 要 

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

用  途 種  類 場  所 

営業用店舗 
(７店舗） 

建物及び構築物、工具、器具及び備品、ソフトウェア、
その他 

東京都、埼玉県 
千葉県 

 
(2) 減損損失の認識に至った経緯 

店舗については、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスまたは継続してマイナスとな

る見込みである資産グループ及び退店の意思決定をした店舗の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

(3) 減損損失の金額 建物及び構築物 393百万円

 工具、器具及び備品 38百万円

 ソフトウェア 0百万円

 その他 1百万円

    計 433百万円

(4) 資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として店舗を基本単位とし、店舗以外の賃貸用不

動産等については、個別の物件毎にグルーピングしております。 

(5) 回収可能価額の算定方法 

当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しております。 

使用価値は将来キャッシュ・フローを3.0％で割引いて算定しております。 

 

  



＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞ 

 １．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 63,626,442株

 ２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決   議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基 準 日 効力発生日 

平成27年４月10日
取締役会 

普通株式 339 5 平成27年２月28日 平成27年５月８日 

平成27年10月13日
取締役会 

普通株式 158 2.5 平成27年８月31日 平成27年11月４日 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも

の 

平成28年４月11日開催の取締役会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

提案しております。 

①配当金の総額 158百万円

②１株当たり配当額 2.5円

③基  準  日 平成28年２月29日

④効 力発 生日 平成28年５月６日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

＜金融商品に関する注記＞ 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しておりま

す。一時的な余資は資金の効率的な活用を目的として、東武グループのＣＭＳ（キャッシ

ュ・マネジメント・システム）により運用を行っております。 

デリバティブは、金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わないことと

しております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金は、顧客及び取引先の信用リスクに晒されております。 

預け金はＣＭＳに預け入れている資金であり、差入保証金及び敷金は、店舗不動産の賃貸借

契約に伴い差し入れたものであり、取引先企業等の信用リスクに晒されております。 

売掛金、預け金、差入保証金及び敷金は、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うことでリ

スク低減を図っております。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関

係を有する企業の株式であり、上場株式については定期的に時価の把握を行っております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。 

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を

目的としたもので、月次毎、年次毎の資金繰計画を作成し管理しておりますが、原則的には

手元流動資金の範囲内で支出を賄うこととしております。 



(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 
２．金融商品の時価等に関する事項 

平成28年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりま
せん。((注２.）参照) 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 1,539 1,539 ― 

(2) 売掛金 934 934 ― 

(3) 預け金 4,558 4,558 ― 

(4) 投資有価証券 164 164 ― 

(5) 差入保証金（１年以内に
償還予定のものを含む） 

2,428 2,485 56 

(6) 敷金 90 90 △ 0 

資産計 9,716 9,773 56 

(1) 買掛金 3,256 3,256 ― 

(2) 短期借入金 250 250 ― 

(3) リース債務（１年以内に
返済予定のものを含む） 

1,409 1,442 33 

負債計 4,915 4,948 33 
 
(注１.) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資産 
(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 預け金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。 

(4) 投資有価証券 
株式は取引所の価格によっております。 

(5) 差入保証金、(6) 敷金 
これらの時価については、契約期間及び信用リスクを勘案し、将来キャッシュ・フローを
国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。 

負債 
(1) 買掛金、(2) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。 

(3) リース債務 
元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在
価値により算定しております。 



(注２.) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 5 

差入保証金 139 

敷金 3,718 
 

非上場株式については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

(4) 投資有価証券には含めておりません。また、差入保証金及び敷金のうち、償還期日が確定し

ていないものについては、時価を把握することが極めて困難と認められるため(5) 差入保証金及

び(6) 敷金には含めておりません。 

 

＜１株当たり情報に関する注記＞ 

 １．１株当たり純資産額 320円82銭

 ２．１株当たり当期純利益 7円64銭

 


